
臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証（令和4年度）

No. 事業年度 事業名 事業概要 担当課 実施計画申請額 交付金充当実績 事業の成果（アウトプット） 事業の結果、課題など（アウトカム） 事業実施の
周知方法

1 令和4年度

新型コロナウイルスワクチ

ン接種支援事業

（12歳以上分）

【目的】

　新型コロナウイルスワクチンの個別接種を

行う市内医療機関に協力金を交付することに

より、ワクチン接種体制の整備を図る。

【協力金】

　ワクチンの個別接種１回につき2,000円

健康高齢者

支援課
R4.4.1 ~ R5.2.27 16,000,000 16,000,000

・市内協力医療機関

　：11医療機関

・接種回数

　：15,768回

・新型コロナウイルスワクチンの個別接

種が積極的に進み、多くの市民が早期に

ワクチンを接種できたことで、感染拡大

防止や重症化予防が図られた。

医療機関へ文

書で周知

2 令和4年度

新型コロナウイルスワクチ

ン接種支援事業

（５歳～11歳分）

【目的】

　新型コロナウイルスワクチンの個別接種を

行う市内医療機関に協力金を交付することに

より、ワクチン接種体制の整備を図る。

【協力金】

　ワクチンの個別接種１回につき2,000円

健康高齢者

支援課
R4.4.1 ~ R5.2.27 4,701,000 2,374,000

・市内協力医療機関

　：３医療機関

・接種回数

　：1,187回

・新型コロナウイルスワクチンの個別接

種が進み、希望者へのスムーズなワクチ

ン接種体制ができた。

・学校内でのクラスター防止や重症化予

防が図られた。

医療機関へ文

書で周知

3 令和4年度
小学校教育振興経費

（教材費補助）

【目的】

　物価高騰等に直面する子育て世帯の負担を

軽減するため、市内小学生の教材費を補助す

る。

【対象者】

　市内小学生保護者

【補助額】

　市内小学生児童１人につき8,000円

学校教育課 R4.4.1 ~ R5.3.31 11,200,000 10,992,000

・市内小学生児童1,374人の保護者に対

し、教材費8,000円の補助を実施した。

・実績額：10,992千円

・物価高騰等に直面する子育て世代の経

済的負担の軽減を図ることができた。

学校ＨＰ

学校広報紙

市広報紙

4 令和4年度
中学校教育振興経費

（教材費補助）

【目的】

　物価高騰等に直面する子育て世帯の負担を

軽減するため、市内中学生の教材費を補助す

る。

【対象者】

　市内中学生保護者

【補助額】

　市内中学生生徒１人につき12,000円

学校教育課 R4.4.1 ~ R5.3.31 9,360,000 9,144,000

・市内中学生生徒762人の保護者に対

し、教材費12,000円の補助を実施した。

・実績額：9,144千円

・物価高騰等に直面する子育て世代の経

済的負担の軽減を図ることができた。

学校ＨＰ

学校広報紙

市広報紙

5 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業（感染防止対策消

耗品等小中学校分）

【目的】

　市立小中学校に保健衛生用品を配布し、学

校での集団感染リスクの軽減及び感染予防を

図る。

【配布物】

　使い捨て手袋、ハンドソープ、ペーパータ

オル、除菌バスター等

【対象】

　市立小中学校（12校）

学校教育課 R4.4.1 ~ R5.3.31 1,700,000 1,076,490

・市内小中学校に対し、使い捨て手袋、

ハンドソープ、ペーパータオル、除菌バ

スター等を配布した。

・実績額：1,077千円

・市内小中学校での集団感染リスクの軽

減及び感染予防を図ることができた。

学校ＨＰ

学校広報紙

事業期間



臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証（令和4年度）
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6 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業（抗原検査キット

小中学校分）

【目的】

　市内小中学校での新型コロナウイルス感染

症の集団感染を避けるため、抗原検査キット

を配布する。

学校教育課 R4.4.1 ~ R5.3.31 7,480,000 7,480,000

・市内小中学校に対し、抗原検査キット

8,000個を配布した。

・実績額：7,480千円

・学校での早期検査が可能となり、集団

感染リスクの軽減及び感染拡大の防止を

図ることができた。

学校ＨＰ

学校広報紙

7 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業（抗原検査キット

等保育所分）

【目的】

　保育所内での新型コロナウイルス感染症の

集団感染を避けるため、抗原検査キットを配

布する。

子育て支援課 R4.7.14 ~ R5.3.31 2,286,000 2,244,000

・市内保育所に対し、抗原検査キット

2,400個を配布した。

・実績額：2,244千円

・保育所での早期検査が可能となり、集

団感染リスクの軽減及び感染拡大の防止

を図ることができた。

各保育所内で

周知

8 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業(抗原検査キット等

福祉・介護・医療機関分)

【目的】

①抗原検査キット配布

　：新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、市内医療機関での検査数の増加による検

査キットの不足が生じないよう確保する。病

院や診療所、介護保険・障害施設等、社会的

機能を維持する職業等に従事する者等へ、安

心して業務や生活を継続できるよう検査キッ

トを配布する。

②診療支援金

　：市内診療所において、感染者の訪問診

療、オンライン診療を実施した医療機関に対

し、支援金を交付する。支援金は、診療１件

あたり3,000円。

健康高齢者

支援課
R4.6.24 ~ R5.3.31 14,980,000 11,638,000

①抗原検査キット配布

　・配布先

　　市内福祉施設・介護施設：143施設

　　医師会：１施設(市内医療機関分)

　・配布数：8,000キット

②診療支援金

　・診療件数：延べ1,386件

　・実績額：4,158千円

①抗原検査キット配布

　：福祉施設等に抗原検査キットを配付

したことにより、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大時期に施設職員の感染拡

大の防止及び高齢者や重症化しやすい方

への感染を防ぐことができ、業務の継続

が図られた。

　また、市内医療機関の診療等におい

て、検査キットが不足することなくス

ムーズな検査体制が整えられた。

②診療支援金

　：市内医療機関においてオンライン診

療を実施することにより、感染による不

安の軽減が図られた。

福祉施設等及

び医療機関へ

文書により周

知

市ＨＰ

9,21 令和4年度

学校給食費補助事業

（No.9　物価高騰対応分）

（No.21　重点交付金分）

【目的】

　物価高騰等に直面する子育て世帯の負担を

軽減するため、小中学校に通う第1子・第2子

の給食費を全額補助する。（第3子以降は全

額補助実施済）

【対象者】

　市内小中学生保護者

学校教育課 R4.10.1 ~ R5.3.31 54,378,000 35,047,374

・小中学校に通う第1子・第2子の給食費

の全額を補助した。

・実績額：45,191千円

・物価高騰等に直面する子育て世帯の負

担軽減が図れた。

学校ＨＰ

学校広報紙

市広報紙
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10 令和4年度
子育て支援市内共通商品券

事業

【目的】

　コロナ禍において原油価格及び物価の高騰

等の影響を受けている子育て世帯の生活に与

える影響を緩和するとともに地域における消

費を喚起し、下支えするため、商品券を発行

する。

【交付対象者】

　①基準日（令和４年７月１日）において、

市の住民基本台帳に記録されている者のう

ち、平成16年４月２日以後に生まれた者で

あって、基準日から令和４年７月20日まで引

き続き市の住民基本台帳に記録されているも

の。

　②令和５年４月１日までに生まれた者のう

ち、基準日後に最初の住民登録をいすみ市で

行った者であって、当該住民登録の日から商

品券の交付の日まで引き続き市の住民基本台

帳に記録されているもの。

【交付額】

　交付対象者１人につき商品券１万円分

子育て支援課 R4.6.24 ~ R5.3.31 45,485,000 35,047,374

・交付対象者4,030名に対して、１万円

分の商品券を交付した。

・発行総額：40,300千円

・商品券活用総額：33,293千円

・商品券使用率：82.61%

・交付対象者に対するアンケート調査の

結果、97％以上が役に立ったと回答。

・市内事業者の幅広い業種に商品券の取

扱店となってもらい、子育て世帯の消費

低迷を緩和することができた。

広報誌

市HP

11 令和4年度
保育所管理運営経費

(賄材料費)
臨時交付金未活用 子育て支援課 ~ 2,301,000 ― ― ― ―

12 令和4年度
こども園管理運営経費

(賄材料費)
臨時交付金未活用 子育て支援課 ~ 580,000 ― ― ― ―

13 令和4年度
消費喚起市内プレミアム商

品券事業

【目的】

　コロナ禍において原油価格・物価の高騰や

新型コロナウイルス感染症対策の長期化の影

響を受けている地域経済の活性化及び市民生

活の支援を図るため、プレミアム付商品券を

発行する。

水産商工

観光課
R4.6.30 ~ R5.3.31 13,000,000 12,960,227

・販売金額：１冊10,000円（11,000円

分・プレミアム率10％）

・総額１億1千万円分の商品券発行想定

に対して、1億956万円分の商品券を発行

した。

・消費喚起効果

広報紙

市HP

チラシ

14 令和4年度 学校給食運営事業 臨時交付金未活用
学校教育課

給食センター
~ 3,370,000 ― ― ― ―

15 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業

(抗原検査キット公共施設従

事者分)

【目的】

　市が管理する公共施設でのクラスターの発

生を未然に防ぎ、公共施設の運営機能の維持

を図るため、市職員に抗原検査キットを配布

する。

総務課 R4.7.14 ~ R5.3.31 1,870,000 1,870,000

・市職員に対し、抗原検査キット2,000

個を配布した。

・実績額：1,870千円

・公共施設での早期検査が可能となり、

公共施設内でのクラスターの発生や公共

施設の運営機能停止を未然に防ぐことが

できた。

職員向けグ

ループウェア

で周知

16 令和4年度

新型コロナウイルス感染症

対策事業

(抗原検査キット夷隅こども

園分)

【目的】

　夷隅こども園内での新型コロナウイルス感

染症の集団感染を避けるため、抗原検査キッ

トを配布する。

子育て支援課 R4.7.14 ~ R5.3.31 561,000 561,000

・夷隅こども園に対し、抗原検査キット

600個を配布した。

・実績額：561千円

・夷隅こども園での早期検査が可能とな

り、集団感染リスクの軽減及び感染拡大

の防止を図ることができた。

夷隅こども園

内で周知



臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証（令和4年度）

No. 事業年度 事業名 事業概要 担当課 実施計画申請額 交付金充当実績 事業の成果（アウトプット） 事業の結果、課題など（アウトカム） 事業実施の
周知方法事業期間

17,18 令和4年度

後期高齢者支援市内共通商

品券事業

（No.17国R3予算分）

（No.18物価高騰対応分）

【目的】

　コロナ禍における原油価格・物価高騰等の

影響を受けている後期高齢者の生活支援及び

市内における消費低迷の緩和を図るため商品

券を発行する。

【交付対象者】

　令和４年７月１日現在においていすみ市の

住民基本台帳に記録され、同年７月20日にお

いて引き続き市内に住所を有する昭和23年４

月１日以前に生まれた者

【交付額】

　交付対象者1人につき、商品券５千円分

健康高齢者

支援課
R4.6.24 ~ R5.3.17 53,477,000 13,450,407

・交付対象者9,046人に対し、５千円分

の商品券を交付した。

・発行総額：45,230千円

・商品券活用総額：43,135千円

・商品券使用率：95.37％

・交付対象者に対するアンケート調査の

結果、96％以上が役に立ったと回答。

・多くの者が食品・食料品の購入に利用

し、後期高齢者世帯の生活と、市内事業

者の事業継続を支援することができた。

広報紙

市HP

19 令和4年度
デジタル田園都市国家構想

推進交付金

【目的】

　新型コロナウイルス感染症の困難を乗り越

え、地方を活性化させるため、「デジタル田

園都市国家構想」によるデジタル実装を目指

し、漁業を基軸とした情報通信技術を活用し

て入札を機械化し、魚の管理を円滑に進める

ことで、漁業者の所得の向上といすみブラン

ドの構築を図る。

水産商工

観光課
R4.7.15 ~ R5.3.30 60,532,000 27,240,000

・漁業ＤＸについて協議する専門部会の

設立に向けて、本事業の趣旨に賛同する

「漁師」や「仲買人」等に対して専門部

会立上げに向けた核となる仲間づくりを

行った。（参加人数：６）

・世界の水産業における潮流を踏まえ、

夷隅東部漁業協同組合の漁業従事者の将

来予測をし、漁師が取り組むべき事や課

題等について従来の在り方を見直すこと

で行動変容を促し、魚の扱い方の技術向

上に取り組んだ。（開催数：４回）

・夷隅東部漁業協同組合が主導する漁業

DXについて、仲買人向け説明会を実施

し関係者の意見交換会を行った。（開催

数：３回）

・魚の鮮度を良い状態で出荷するため、

市場関係者や鮮魚仲買人に管理している

温度の変化や仕組みの理解を深めことや

漁業DXによる業務効率の向上により漁

師が漁協に水揚げした漁獲物の集荷か

ら、仲買人へ販売する入札までの時間を

短縮する。（未計測）

・漁師・夷隅東部漁業協同組合・仲買人

が、漁業DXを通じて改善が図られている

か定期的に5段階のアンケートを活用し

改善度合いを見える化する。（未計測）

プロジェクト

の推進への理

解と協力を得

るため、漁師

や仲買人へ個

別に口頭での

周知を実施す

るとともに、

LINE等の情報

共有ツールに

よる周知を実

施した。

20 令和4年度
高齢者生活支援市内共通商

品券事業

【目的】

　コロナ禍における原油価格・物価高騰等の

影響を受けている高齢者の生活支援及び市内

における消費低迷の緩和を図るため、商品券

を交付する。

【交付対象者】

　令和4年10月1日現在においていすみ市の住

民基本台帳に記録され、同年10月20日におい

て引き続き市内に住所を有する、昭和23年4

月2日以降から昭和33年4月

1日以前に生まれた者

【交付額】

　交付対象者1人につき、商品券5千円分

健康高齢者

支援課
R4.9.22 ~ R5.3.17 39,461,000 35,362,502

・交付対象者6,580人に対し、５千円分

の商品券を交付した。

・発行総額：32,900千円

・商品券活用総額：32,039千円

・商品券使用率：97.38％

・交付対象者に対するアンケート調査の

結果、95％以上が役に立ったと回答。

・多くの者が食品・食料品の購入に利用

し、後期高齢者世帯の生活と、市内事業

者の事業継続を支援することができた。

広報紙

市HP
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周知方法事業期間

22 令和4年度 農業者経営継続支援事業

【目的】

　コロナ禍における肥料、飼料、原油の価格

高騰により農業経営に大きな影響が出ている

ため、農業生産に係る経費に対して補助金を

支給し、農業経営の安定を図る。

【補助額】

　令和４年中の農業生産に係る経費の10％を

補助（上限20万円/件）

農林課 R4.9.22 ~ R5.3.31 56,660,000 23,512,000

・補助件数：432件

　①1,000円～49,000円　279件

　②50,000円～99,000円　76件

　③100,000円～199,000円　42件

　④200,000円　35件

・補助総額：23,928千円

・農業生産に係る経費の軽減が図られ、

農業経営継続の一助となった。

広報紙

市HP

23 令和4年度
中小企業等経営支援特別給

付金事業

【目的】

　コロナ禍における物価高騰等の影響により

売り上げが減少し、厳しい経営状況にある中

小企業及び個人事業主に対して、経営の安定

化を支援するため給付金を支給する。

【対象者】

　令和４年４月から１０月のうち、連続する

２か月の売上高合計が前年又は前々年比で

15％以上減少している事業者

【支援金の額】

　6人以上雇用している法人は上限20万円

　5人以下雇用している法人または個人事業

主は上限10万円

水産商工

観光課
R4.9.29 ~ R5.3.20 56,000,000 41,275,020

・従業員6人以上の事業者　想定100事業

者に対し、40事業者に給付金を支給

・従業員5人以下の事業者　想定360事業

者に対し、341事業者に給付金を支給

・支給総額：41,167千円

・倒産件数への影響
広報紙

市HP

24,25 令和4年度

生活支援市内共通商品券

（No.24重点交付金分）

（No.25国R３予算分）

【目的】

　コロナ禍における原油価格及び物価の高騰

等による市民の生活に与える影響及び不安の

軽減並びに市内における消費低迷の緩和を図

るため市民生活応援市内共通商品券を交付す

る

【対象者】

　令和４年11月１日において市の住民基本台

帳に記録されている者であって、同年11月20

日まで引き続き市の住民基本台帳に記録され

ているもの

【交付額】

　交付対象者1人につき商品券５千円分

　18歳以下は１人につき商品券８千円分

福祉課 R4.10.14 ~ R5.3.27 205,226,000 82,173,606

・交付対象者36,039人（一般32,049人、

18歳以下3,990人）に対し、商品券を交

付した。

・発行総額：192,165千円

・商品券活用総額：181,863千円

・商品券使用率：94.64％

・市内事業者の幅広い業種に商品券の取

扱店となってもらい、消費低迷の緩和を

図ることができた。

広報紙

市ＨＰ

660,608,000 369,448,000


